
第三号様式

【表紙】

【提出書類】            有価証券報告書

【根拠条文】            金融商品取引法第24条第１項
【提出先】             関東財務局長

【提出日】                 年 月 日

【会計年度（又は事業年度）】     自     年 月 日 至     年 月 

日

【発行者の名称】                          

【代表者の役職氏名】⑵

【事務連絡者氏名】⑶

【住所】                              

【電話番号】                            

【縦覧に供する場所】⑷ 名称

（所在地）

第１【募集（売出）債券の状況】⑸

債券の名称 発行年月 券面総額 償還額

会計年度（又

は事業年度）

末の未償還額

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

第２【外国為替相場の推移】⑹

⑴【最近５年間の会計年度（又は事業年度）別為替相場の推移】

決算年月

最高（円）

最低（円）

平均（円）

期末（円）

⑵【当会計年度（又は事業年度）中最近６月間の月別為替相場の推移】

月別

最高（円）

最低（円）

平均（円）

⑶【最近日の為替相場】

円（ 年 月 日）

第３【発行者の概況】⑺

１【発行者が国である場合】

⑴【概要】⑻

⑵【経済】⑼

⑶【貿易及び国際収支】⑽

⑷【通貨・金融制度】⑾

⑸【財政】⑿



⑹【公債】⒀

⑺【その他】⒁

２【発行者が地方公共団体である場合】

⑴【概要】⒂

⑵【経済】

⑶【財政】

⑷【公債】

⑸【その他】

⑹【発行者の属する国の概況】⒃

３【発行者が国際機関又は政府関係機関等である場合】

⑴【設立】⒄

⑵【資本構成】⒅

⑶【組織】⒆

⑷【業務の概況】⒇

⑸【経理の状況】（21）
⑹【その他】（22）
⑺【発行者の属する国等の概況】（23）

（記載上の注意）

⑴ 一般的事項

ａ この「記載上の注意」は、一般的標準を示したものであり、これによりがたいや

むを得ない事情がある場合には、これに準じて記載すること。

ｂ 当該有価証券報告書の提出者が外国債等預託証券の発行者である場合には、当該

外国債等預託証券について名称、発行年月、上場金融商品取引所名又は登録認可金

融商品取引業協会名等を「第１ 募集（売出）債券の状況」に記載するとともに、

当該外国債等預託証券に表示される権利に係る外国債等の内容について記載するこ

と。

なお、当該外国債等預託証券に関し、投資判断に重要な影響を及ぼすと判断され

る会社（例えば、預託を受けている者）がある場合には、本様式「第３ 発行者の

概況」の次に「第４ その他の重要な会社の情報」の項を設け、企業内容等の開示

に関する内閣府令第二号様式第三部中「第２ 保証会社以外の会社の情報」に準じ

て記載すること。

ｃ この様式中「募集（売出）債券」、「債券」及び「券面総額」は、振替外債に係る

ものを含むものとする。

⑵ 代表者の役職氏名

発行者を代表して有価証券報告書を提出する権限を有する者（以下この⑵において

「代表者」という。）の役職名及び氏名を記載すること（法第27条の30の５第１項の規
定により有価証券報告書を書面で提出する場合には、併せて「代表者の役職氏名」の

下に代表者が署名すること。）。

⑶ 事務連絡者氏名

本邦内に住所を有する者で関東財務局長から命令、指示又は連絡を受けるものの氏

名を記載すること。

⑷ 縦覧に供する場所

金融商品取引所に上場され又は認可金融商品取引業協会に店頭売買有価証券として

登録されている場合には、縦覧に供する金融商品取引所又は認可金融商品取引業協会

の名称及び事務所の所在地を記載すること。

⑸ 募集（売出）債券の状況



ａ 募集又は売出しの届出をした債券（当会計年度（又は事業年度）前に全額償還済

となったものを除く。）について記載すること。

ｂ 当会計年度（又は事業年度）中における当該債券の所有者の権利等に重要な影響

を与える事実の発生の有無及びその内容について記載すること。

ｃ 法第２条第１項第６号に掲げるものの性質を有する有価証券については、ａ及び

ｂに準じて記載すること。

⑹ 外国為替相場の推移

ａ 本邦において発行した債券が外国通貨をもって表示されるものである場合には、

当該外国通貨と本邦通貨との間の為替相場の推移について記載すること。

ｂ 平均相場とは、会計年度（又は事業年度）の各月末日における為替相場の平均額

をいう。

ｃ 当該外国通貨と本邦通貨との間の為替相場が、国内において時事に関する事項を

掲載する２以上の日刊新聞紙に最近５年間の会計年度（又は事業年度）において掲

載されている場合には、記載を省略することができる。

⑺ 発行者の概況

ａ 以下に掲げる記載事項については、簡潔に記載すること。

ｂ 計数等については、表形式を用いて分かりやすく表示すること。

ｃ 金額は、発行者の属する国の通貨又は合衆国ドルによって記載することができる。

この場合においては、本邦通貨との換算レートを記載すること。

ｄ 統計資料等については、その出所を記載すること。

⑻ 概要

ａ 位置、面積、地形、人口等について記載すること（地図等によって示しても差し

支えない。）。

ｂ 政治、外交等次に掲げる事項について、その内容を記載すること。

⒜ 国家組織（立法、行政及び司法組織の大要）及び政党（最近５年間における選

挙の結果についても記載すること。）

⒝ 諸外国との外交関係、加入若しくは関係している国際機関（加入の時期、出資

額、借入額等）又は主要な条約

⑼ 経済

ａ 最近の経済の動向について、その概要を記載すること。

ｂ 最近５年間の次に掲げる事項について、その内容を記載すること。

⒜ 国民総生産及び国民所得の推移

⒝ 産業構造及び主要産業の状況並びに鉱工業生産指数の推移

⒞ 物価の動向

⒟ 労働情勢

⒠ 社会保障制度

⒡ 今後の経済計画

⑽ 貿易及び国際収支

ａ 当会計年度の貿易及び国際収支の概要について記載すること。

ｂ 最近５年間の次に掲げる事項について、計数を示して記載すること。

⒜ 主要品目別及び地域別の輸出入状況

⒝ 本邦との貿易の状況

⒞ 国際収支の状況

⒟ 外貨準備の推移及び外国為替相場の動向

ｃ 外国為替管理の概要について記載すること。

⑾ 通貨・金融制度



ａ 通貨・金融制度及び資本市場の概要について記載すること。

ｂ 最近５年間の通貨総供給高及び公定歩合の推移等について記載すること。

ｃ 最近日現在の中央銀行の貸借対照表を掲げること。

⑿ 財政

ａ 財政制度及び租税制度の概要について記載すること。

ｂ 主な政府関係機関の概要について記載すること。

ｃ 当会計年度（又は事業年度）の前４会計年度（又は事業年度）及び当会計年度（又

は事業年度）の一般会計の源泉別歳入及び使途別歳出（決算が確定していない場合

には予算による。）について、計数を示して記載すること。

また、有価証券報告書提出日を含む会計年度の一般会計の源泉別歳入及び使途別

歳出予算について記載すること。

ｄ すべての特別会計及び主な政府関係機関の当会計年度（又は事業年度）の前４会

計年度（又は事業年度）及び当会計年度（又は事業年度）の歳入及び歳出（決算が

確定していない場合には予算による。）について、計数を示して記載すること。

ｅ 減債基金制度の概要及び当会計年度（又は事業年度）の前４会計年度（又は事業

年度）及び当会計年度（又は事業年度）の減債基金の繰入額、残高等について記載

すること。

⒀ 公債

ａ 最近における公債発行の概要（歳入予算に占める割合等）について記載すること。

ｂ 当会計年度（又は事業年度）の前４会計年度（又は事業年度）末及び当会計年度

（又は事業年度）末の債務の残高について、内国債、外国債等に区分して記載する

こと。なお、国が債務保証しているものがある場合には、その保証額等についても

記載すること。

ｃ 当会計年度（又は事業年度）末において未償還となっている内国債及び外国債に

ついて、その発行ごとに名称、発行年月、償還年月、利率、未償還額及び支払通貨

名を記載すること。なお、内国債については、利率が同一である場合には、一括し

て記載することができる。

また、当該債券が減債基金付である場合には、減債基金の積立状況について記載

すること。

ｄ 外国債については、当会計年度（又は事業年度）末の残高及び今後５会計年度（又

は事業年度）の元利金の支払予定額を支払い通貨ごとに区分して記載すること。

ｅ 外国債の元金又は利息の支払いについて、過去20年間における支払遅延等債務不
履行の有無並びに不履行があった場合には、当該不履行の内容及びその具体的な処

理方法等について記載すること。

⒁ その他

当会計年度の末日後有価証券報告書提出日までに生じた重要な事実の概要について

記載すること。

⒂ 概要

「⑴ 概要」から「⑸ その他」までは、それぞれの区分に応じ、発行者が国であ

る場合の記載内容に準じて記載すること。

⒃ 発行者の属する国の概況

ａ 発行者の属する国の政治、外交、経済、貿易及び国際収支の概要について記載す

ること。

ｂ 当該債券の元利金の支払について発行者の属する国の保証が付されている場合に

は、ａのほか発行者の属する国の財政及び公債の概要について記載すること。

⒄ 設立



ａ 「⑴ 設立」から「⑸ 経理の状況」までは、国際機関、政府関係機関等の一般

的な記載事項を示したものであるので、これによりがたいものについては、これに

準じて記載すること。

ｂ 設立の目的・根拠、法的地位及び特権等の概要、設立年月日並びに沿革について

記載すること。

ｃ 本邦との関係について記載すること。

⒅ 資本構成

当会計年度（又は事業年度）末の資本の構成内容、授権資本の額及び出資者等につ

いて記載すること。

⒆ 組織

ａ 組織及び機関の構成、権限等について記載すること。

ｂ 役員の選任の資格及び方法、権限等について記載すること。

ｃ 当会計年度（又は事業年度）末の役員の氏名を記載すること。

⒇ 業務の概況

ａ 業務及び関係機関の概要について記載すること。

ｂ 業務上の重要な協約等がある場合には、その内容について記載すること。

ｃ 本邦との関係について記載すること。

（21） 経理の状況
ａ 財務計算に関する書類について、公認会計士又は監査法人に相当する者により監

査証明に相当すると認められる証明を受けている場合には、その旨記載すること。

ｂ 最近２年間（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第６条に規定す

る比較情報に準ずる情報が含まれる場合については最近１年間）の財務計算に関す

る書類を掲げること。この場合において、特殊な会計処理をしているもの又は特異

な科目表示をしているものがあれば、分かりやすく説明すること。

ｃ 当会計年度（又は事業年度）末の主な資産、負債及び収支の内容について記載す

ること。

（22） その他
当会計年度（又は事業年度）の末日後有価証券報告書提出日までに生じた重要な事

実の概要について記載すること。

（23） 発行者の属する国等の概況
ａ 発行者が政府関係機関等である場合には、発行者の属する国の政治、外交、経済、

貿易及び国際収支の概要について記載すること。

ｂ 発行者が地方公共団体に関係する機関である場合には、当該地方公共団体の概要、

経済等について記載すること。

ｃ 当該債券の元利金の支払について発行者の属する国又は地方公共団体の保証が付

されている場合には、当該国又は地方公共団体の財政及び公債の概要について記載

すること。


